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令和８年度福山市伏見町におけるまちの運営体制構築等に係る支援業務 

 

仕  様  書 

 

１． 経緯 

福山市は、平成 30 年３月に「福山駅前再生ビジョン」を策定して、福山駅周辺に関

わる人が交流することで新たな魅力やにぎわいを生み出すエリアとなるよう「“働く・

住む・にぎわい”が一体となった福山駅前」を目指す姿に掲げている。本ビジョンの

実現に向け、福山市は福山駅前デザイン会議の開催による「福山駅周辺デザイン計画」

の策定や、ウォーカブルな福山駅周辺の実現に向けた福山駅前広場協議会の開催を進

めてきており、令和８年５月には福山市によって、駅前広場の機能配置計画を定めた

福山駅前広場整備基本計画が策定された。 

また、福山駅前広場に隣接している伏見町周辺では、福山市の推進するリノベーシ

ョンまちづくりによるまちの活性化が進み、平成 30 年度からは、ウォーカブル都市の

構築を目的に、道路空間や低未利用地（青空駐車場等）を活用した実証実験が行われ

ている。さらに、令和３年２月に設立された福山伏見町商店会が主体となり、ほこみ

ちを活用した常設屋台の設置や、伏見町におけるまちづくりの理念を示した「伏見町

ビジョンブック」の作成など、官民のまちづくりが推進されてきた。 

当機構は、これまでにデザイン計画の策定・更新に係る福山市への支援や、デザイ

ン計画で「地域の個性がつまった魅力発信の拠点」と位置づけられている伏見町にお

いて、土地有効利用事業による民間リノベーション支援、さらには地元の体制構築支

援、町内道路等の公共空間の活用に係る支援等を福山市と連携して実施している。 

今般、駅前広場に係る市の検討や、周辺のマンション開発、新たな民間投資の動き

など、伏見町を取り巻く環境が大きく変化しつつある中で、これまでの取り組みの成

果を地域が自立的に発展させていくためには、駅前広場の整備と連動した伏見町の公

共空間のあり方検討や地元組織体制の強化に向けた取り組みが求められているところ。 

 

２. 業務目的 

本件業務は、市が検討を進める福山駅前広場と連動した伏見町の在り方について検

討するとともに、地元組織が主体となった活動方策及び情報発信の実施支援を通じて、

持続可能なまちづくり体制の構築を支援することを目的とする。 

なお、本業務の実施に当たっては、当機構が提供する過年度の検討結果等を踏まえ、

これまでのまちづくり活動の経緯及び内容を十分に把握するとともに、地元関係者と

の対話や現地での活動等を通じて地域の実情や意向を的確に把握し、これらを踏まえ

た検討を行うものとする。 

 

３. 履行期間  契約締結日翌日～令和９年３月５日（金） 
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４. 検討範囲  福山市伏見町（別図の点線エリア） 

 

５. 業務内容 

１ 駅前広場整備と連動した伏見町における公共空間の検討支援 

  福山市における福山駅前広場整備の計画内容及び検討状況を前提として、 

駅前広場と一体的に機能する伏見町の公共空間のあり方について検討支援を行う。 

 （１）広場整備と連動する伏見町ファサード空間の検討、プロセス整理 

  往年の課題であるアーケードの撤去を見据え、伏見町における歩道空間の整備、

広場側ファサードのあり方について検討支援を行う。 

① アーケード撤去に至るまでの検討、合意形成、工事等の想定プロセス整理 

② 過年度聴取した地元意向を踏まえたアーケード撤去後の道路断面構成（沿道

利用等を含む）検討 

③ アーケード撤去後の沿道部（ファサード部）に係るイメージパースの作成。 

（２）くすのき通りに係る公共空間活用の検討支援 

  駅前広場整備と連動した将来的な道路活用が想定される「くすのき通り」につ

いて、関係者との議論を踏まえ、整備に向けた公共空間の在り方に関する検討を

行う。 

① 駅前広場、JR 商業施設との空間的・機能的な関係を整理し、くすのき通りの

役割及び活用方策の検討。 

② 上記活用方策を踏まえた、くすのき通りにおける公共空間の整備案の検討、

イメージパースの作成。 

 

２．地元組織の自走化に向けた情報発信方策及び活動方策の実施支援 

  伏見町の地元組織が自律的にまちづくり活動を継続することを目的として、地

元体制による情報発信方策の実施支援及び地元組織への帰属性を高める新たな活

動方策に関する検討支援を行う。 

（１） 地元主体による情報発信方策の実施支援 

過年度作成した伏見町のまちづくりビジョン等の周知、ほこみちの活用促進に

資する広報活動について、地元組織が主体的・継続的に発信できるよう、発信内

容や運用方法等の整理を行うとともに、実施に向けた支援を行う。 

① 地元組織による情報発信の現状把握及び課題整理 

② 発信内容、発信媒体、運用体制等を踏まえた情報発信方策の検討 

③ 地元主体による情報発信の実施に向けた企画・運営支援 

 

（２） 伏見町におけるまちづくりのあり方についての検討 

過年度作成した伏見町のまちづくりビジョン等の実現に向け、まちの機能や開
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発等のあるべき姿について検討、整理を行うとともに、その実現方策について検

討を行う。 

 ①過年度までに作成された計画、ビジョン等の整理 

 ②まちづくりビジョン等の実現のために必要な機能、開発等のあり方につい

ての検討 

 ③上記検討内容についての実現、誘導方策の検討 

（３） 地元組織への参画を促進する新たな活動方策の検討支援 

地元組織による町内企画等のソフト面の取組に関する検討支援を行うとともに、

地域課題の解決に資する地元組織等によるアセットの取得及び活用方策について、

導入の必要性、運営主体、収支性等を踏まえた実現方策の検討支援を行う。 

①新たな町内企画等のソフト面の取組に関する検討支援 

・ソフト面の取組を実施するに当たっての町内アセットやインフラ設備等に

関する基礎的調査 

 ②地元組織によるアセットの取得及び活用に係る実現方策の検討支援 

・地域課題の解決に加え、地元組織への参画メリットの創出につながるアセ

ット活用方策の検討 

・運営主体、収支性、資金調達手法（ファイナンス）等を踏まえた実現方策

の整理 

 

６. 成果品 

（１）報告書 ２部 

（２）（１）の原稿データ（DVD－Ｒ等） １部 

成果物の規格、仕様等については、当機構と協議するものとする。また、報告書

の作成に当たっては、当機構の検討及び提供資料等も含めたものとする。 

 

７. その他 

（１） 当機構は、本業務の履行に必要な図書を貸与する。引渡場所は、当機構の

事務所（西日本支社都市再生業務部中国まちづくり支援事務所）とする。なお、

不要となった貸与品については、速やかに返却すること。 

（２） 成果品等に誤謬が発見された場合は、本業務の成果品の引き渡し後といえ

ども、受注者の責任において補正するものとする。 

（３） 法令及び条例等の関係諸法規を遵守すること。 

（４） 本業務に係る入札説明書及び技術提案書の内容を遵守すること。 

（５） 本業務の実施に当たっては、本仕様書に定めるほか当機構の担当者と十分

協議・調整を図り実施すること。また、当機構の担当者の指示に従い業務を進め

ること。 

（６） 本仕様書に記載のない事項等、疑義が生じたときは、その都度当機構の担
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当者と協議すること。 

（７） 本業務における業務内容及び本業務において知りえた情報等は第三者に漏

らしてはならない。 

（８） 再委託は原則認めない。ただし、再委託届が提出され、当機構が業務に支

障がないと判断する場合は、承諾書を交付し認めることとする。  

① 再委託を認める場合 

 業務の重要性により、イ 主たる部分の業務、ロ 軽微な業務及びハ その他の

業務、の 3つに分類し、次の通り取り扱う。  

イ  主たる部分の業務の再委託は認めない。  

ロ  軽微な業務は再委託届での確認を要しない。  

ハ  その他の業務は提出された再委託届を審査し、業務に支障が無いと判断し

た場合に承認する。  

② 業務の重要性の定義は次による。  

イ  主たる部分の業務 

 業務の総合的企画、業務遂行管理、技術的判断、業務手法の比較検討及び

決定、説明資料・報告書の作成方針の決定及び成果物の照査をいう。  

ロ  軽微な業務 

 ワープロ、コピー、印刷、製本資料の整理、トレース、単純な集計、デー

タ入力及び単純な計算処理などの業務をいう。  

ハ  その他の業務 

 イ又はロのいずれにも当たらない業務をいう。 

（９） 本業務により作成された図面図版等の一切についての著作権が生じるとき

は、その権利をすべて当機構に帰属するものとする。 

（10） 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

① 業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不当

介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介

入があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行

うこと。 

② ①により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、

速やかにその内容を記載した文書により当機構に報告すること。 

③ 暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害

が生じた場合は、当機構と協議を行うこと。 

（11）本業務における生成 AIの取扱いについては、仕様書別紙２「受注者等が生成 AIを

利用する場合における取扱いについて」を参照のこと。なお、本業務において、発注時点

で個人情報等（仕様書別紙に定める氏名等及び同意取得個人情報を除く。）、第三者の

秘密情報及び利用権限のない著作物等以外に発注者が指定する生成 AI への入力等

禁止情報はない。 
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以 上 

 

 

別図 
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調査・検討業務等の業務量〔 都市再生事業及び団地再生事業（計画業務）〕 

 

業務項目 
想定業務量 

（人・日） 
備考 

令和８年度福山市伏見町におけるまちの運営体制構築

等に係る支援業務 
 

 

１（１）広場整備と連動する伏見町ファサード空間の

検討、プロセス整理 
13.4 人・日 

 

１（２）くすのき通りに係る公共空間活用の検討支援 11.9 人・日 

 

２（１）地元主体による情報発信方策の実施支援 13.4 人・日 

 

２（２）伏見町におけるまちづくりのあり方について

の検討 
19.0 人・日 

 

２（３）地元組織への参画を促進する新たな活動方策

の検討支援 
23.5 人・日 

 

注意：想定業務量（人・日）は、仕様書に示した内容に対し、上司の包括的指示のも

とに一般的な定型業務を担当、または、上司の指導のもとに高度な定型業務を担

当できる職階相当で換算した業務量を記載している。 

 

 

 

 

 

 

仕様書別紙１ 
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調査・検討業務等の積算基準について〔都市再生事業及び団地再生事業（計画業務）〕 

 

 

１ 委託費用の算定 

 

  委託費用 ＝ 委託価格 ＋ 消費税相当額 

    委託価格 ＝ 直接人件費 ＋直接経費 ＋ 諸経費  

    消費税相当額 ＝ 委託価格 ×消費税率 

 

 

２ 直接人件費の算定根拠  

  仕様書 別紙に記載の業務量（人・日）に基づき、直接人件費を計上すること。 

 

３ 経費の積算について 

 （１）直接経費 

   業務上必要な事務用品費、旅費交通費、その他直接経費の実費を計上すること。 

 

 （２）諸経費 

   諸経費 ＝ 直接人件費 × 諸経費率（１１０／１００） 

 

 

 

以 上 

 

 

別添 
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受注者等が生成 AIを利用する場合における取扱いについて 

 

本別紙は、仕様書の一部を構成するものであり、本業務において受注者等が生成 AIを

利用する場合の条件及び手続を定めるものである。受注者等は、本業務において生成

AIを利用する場合には、本契約及び仕様書に従い、生成 AI及び生成物を適正に取り扱

わなければならない。 

１ 目的及び適用 

（1）本別紙は、生成 AIの適切な活用により本業務の効率化及び品質向上を図

るとともに、情報漏えい、不正確な出力、第三者の権利侵害その他のリス

クを適切に管理することを目的とする。 

（2）本別紙は、受注者（請負者、受託者その他名称を問わず本業務を実施す

る者をいう。）又は当該受注者から本業務の全部若しくは一部について再

委託若しくは下請負を受けた者（これらの者からさらに再委託又は下請負

を受けた者を含み、これらを総称して「再委託先等」という。）（以下、

「受注者等」という。）が、本業務の遂行手段として自ら契約し、又は管

理する生成 AI を利用する場合に適用する。 

（3）本業務において受注者等のいずれも生成 AIを利用しない場合、本別紙別

添「生成 AIの取扱いに関する確認書兼誓約書」（以下、「確認書兼誓約

書」という。）の発注者への提出は要しない。 

２ 用語の定義 

（1）「生成 AI」とは、人工知能に関する技術を用いて、利用者による情報の

入力又はアップロード（以下、「入力等」という。）に応じ、文章、画像

その他の情報を生成する機能を有するシステム、プログラム又はクラウド

サービスをいう。 

（2）「生成物」とは、受注者等が生成 AI を利用して得た文章、画像その他の

情報をいう。 

（3）「個人情報等」とは、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57

号）に規定する個人情報及び行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27号）に規定する個人番

号を含む情報をいう。 

仕様書別紙２ 
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（4）「氏名等」とは、発注者の職員及び受注者等の氏名、役職、所属及び業

務用連絡先のうち、本業務の遂行に必要なものをいう。 

（5）「同意取得個人情報」とは、発注者又は受注者等が、本人に対し、本業

務において生成 AIに入力等すること、その利用目的及び入力等する個人情

報の項目をあらかじめ明示し、本人の同意を得た個人情報をいう。ただ

し、要配慮個人情報及び個人番号を含む情報を除く。 

３ 生成 AIを利用するための条件及び手続 

（1）受注者等は、本業務の遂行のために生成 AIを利用することができる。た

だし、「４ 入力等条件」の全てを満たし、「５ 利用する生成 AIの安全

要件」（以下、「安全要件」という。）の全てに適合する場合に限る。な

お、再委託先等に生成 AIを利用させない場合は、安全要件 No.９は適用し

ない。 

（2）受注者は、生成 AIの利用開始前に、あらかじめ確認書兼誓約書を発注者

に提出しなければならないものとし、受注者等は、発注者から当該生成 AI

の利用を開始して差し支えない旨の連絡を受けた後、利用を開始するもの

とする。なお、受注者による確認書兼誓約書の提出及び発注者による当該

連絡又は(4)に基づく発注者の確認若しくは措置は、発注者が生成 AIの安

全性又は適合性を保証するものではなく、受注者等の本契約及び本別紙に

基づく義務及び責任を免除又は軽減するものではない。 

（3）受注者等が複数の生成 AIサービス又は契約プランを利用する場合、受注

者は、それぞれについて安全要件への適合を確認し、生成 AI サービス又は

契約プランごとに確認書兼誓約書を作成し、発注者に提出しなければなら

ない。 

（4）発注者は、確認書兼誓約書の記載内容を確認し、記載内容に不備がある

場合又は受注者等による生成 AIの利用が本契約及び本別紙に適合しないと

認める場合、受注者等に対し、確認書兼誓約書の修正、当該利用の停止そ

の他必要な措置を求めることができる。 

４ 入力等条件 

（1）受注者等は、次に掲げる情報を生成 AI に入力等してはならない。 

区分 生成 AIに入力等してはならない情報 

ア 個人情報等（氏名等及び同意取得個人情報を除く。） 
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区分 生成 AIに入力等してはならない情報 

イ 
第三者の秘密情報（受注者等が第三者に対して秘密保持義務を負う情

報をいう。） 

ウ 
受注者等が利用する権限を有しない著作物その他第三者の権利の対象

となる情報 

エ 発注者が生成 AIへの入力等を禁止した情報 

（2）氏名等は、議事録の作成その他本業務の遂行に必要な範囲で入力等する

ことができる。 

（3）同意取得個人情報は、本人に明示した利用目的の達成に必要な範囲に限

り、生成 AIに入力等することができる。この場合、受注者等は、入力等を

行う前に、発注者又は受注者等が、本人に対し、本業務において生成 AIに

入力等すること、その利用目的及び入力等する個人情報の項目をあらかじ

め明示し、本人の同意を得ていることを確認しなければならない。 

（4）発注者は、本業務の内容、情報の性質その他の事情を踏まえ、生成 AIへ

の入力等を禁止する情報を指定することができ、受注者等は、当該指定に

従わなければならない。 

（5）受注者等は、入力等を行う情報を本業務の遂行に必要な範囲に限定する

ものとし、入力等可否に疑義がある場合は、当該情報を入力等する前に、

あらかじめ発注者に確認するものとする。 

５ 利用する生成 AIの安全要件 

受注者は、自らの責任において、利用規約、サービス仕様、利用環境、設定

その他必要な事項を確認し、利用する生成 AI及びその利用に係る管理体制が次

の安全要件に適合することを確認しなければならない。ただし、再委託先等に

生成 AIを利用させない場合は、No.９は適用しない。 

No. 安全要件 

１ 
入力等情報及び生成物が、生成 AI モデルの学習、再学習、追加学習、性能向上及

びサービス改善に使用されないこと。 

２ 
入力等情報及び生成物が、本業務の遂行に必要な範囲を超えてサービス提供者又

は第三者に使用又は提供されないこと。 

３ 
入力等情報及び生成物が、物理的又は論理的に他の利用者から分離して管理さ

れ、閲覧、取得又は使用されない環境であること。 
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No. 安全要件 

４ 

入力等情報及び生成物が、通信時及び保存時の暗号化その他の技術的措置によ

り、第三者による不正なアクセス、漏えい、改ざん又は滅失から適切に保護され

ること。 

５ 

受注者等が組織として管理するアカウント（事業者向けの契約に基づくものに限

り、個人の利用を前提とするプラン又は利用規約の内容を個別に確認することが

できないサービスに係るものを除く。）を使用し、利用者及びアクセス権限を本

業務に必要な者及び範囲に限定するとともに、適切な認証管理が行われているこ

と。受注者等は、生成 AIの利用者の一覧を作成し、本業務の期間中これを最新の

状態に保持すること。 

６ 

生成 AIサービス上における入力等情報及び生成物の保存の有無、保存場所及び保

存期間が明確であり、保存されない設定又は本業務の遂行に必要な最小限の期間

に限り保存され、当該期間の経過後若しくは本業務終了後に削除される設定若し

くは運用となっていること。ただし、次に掲げる情報については削除を要しな

い。この場合、受注者等は、本業務における生成 AIの利用終了後、当該情報を本

業務以外の目的で利用し、又は生成 AIによる新たな処理に用いないこと。 

（ア）受注者等又はサービス提供者が、法令遵守、セキュリティ確保その他これ

らに準ずる目的で保持する情報であって、受注者等が削除することができな

い情報 

（イ）生成 AIサービスの機能若しくは仕様又は情報の管理単位により、本業務に

係る情報を合理的に区分して削除することが困難な情報 

７ 
サービス上の利用履歴等の記録により、サービス所定の保存期間内に利用状況を

確認できること。 

８ 

入力等情報及び生成物を本業務の遂行に必要な範囲でのみ取り扱い、本業務以外

の目的で使用し、又は発注者の承諾なく第三者に提供しないために必要な管理が

行われていること。 

９ 

再委託先等に生成 AIを利用させる場合に、当該利用が本契約に反しないことを確

認するとともに、当該再委託先等に本項の安全要件を遵守させるために必要な管

理が行われていること。 

10 

事故、本項の安全要件への不適合又はこれらのおそれを把握した場合に、直ちに

生成 AIの利用を停止し、速やかに発注者に報告するための体制が整備されている

こと。 

11 

利用規約、契約プラン、利用環境、設定等の変更を把握し、変更後の利用開始前

に No.１から No.10の安全要件への適合を再確認するための管理が行われている

こと。 
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６ 生成物の確認及び利用 

（1）受注者等は、生成物を本業務に係る判断、処理、成果物の作成、発注者

への提出物の作成その他本業務の遂行に利用する場合、自らの責任におい

て、その内容及び利用の適否を確認し、必要な修正を行わなければならな

い。 

（2）受注者等は、生成物のみに基づいて本業務に係る判断その他の業務遂行

を行ってはならない。 

（3）受注者等は、生成物に虚偽若しくは誤り、第三者の著作権その他の権利

を侵害する内容、偏見及び差別を含む内容又は本業務に不適切な内容が含

まれていないことを確認しなければならない。 

（4）受注者等は、(1)から(3)までの確認の結果、生成物に修正を加えずに、

成果物、発注者への提出物その他発注者に提示する資料等に使用する場

合、生成 AIを利用して作成した旨を当該成果物等に明記しなければならな

い。 

（5）(4)の明記は、受注者等の本業務に関する義務及び責任を免除又は軽減す

るものではない。 

７ 適合状態の維持、変更時の対応及び利用終了 

（1）受注者は、生成 AIの利用期間中、安全要件への適合状態を維持するとと

もに、再委託先等に維持させなければならない。ただし、再委託先等に生

成 AIを利用させない場合は、安全要件 No.９は適用しない。 

（2）利用規約、契約プラン、利用環境、設定その他安全要件への適合に影響

する事項に変更があった場合、受注者は、変更後の生成 AI利用開始前に、

安全要件への適合状態を再確認しなければならない。 

（3）受注者等は、(2)の再確認により、安全要件への適合を確認できない場

合、当該生成 AI を利用してはならない。 

（4）受注者は、(2)の再確認の結果、確認書兼誓約書の「１ 基本情報及び利

用する生成 AI」の記載内容に変更が生じる場合、変更後の利用開始前に、

変更後の確認書兼誓約書を発注者に再提出しなければならない。受注者等

は、発注者から変更後の内容で当該生成 AIの利用を開始して差し支えない

旨の連絡を受けた後に、利用を開始する。 

（5）生成 AIの利用を終了した場合、受注者等は、安全要件 No.６記載の運用

に従い、生成 AI サービス上の入力等情報及び生成物を削除し、又は削除さ
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れることを確保しなければならない。なお、同 No.６に定める受注者等が

削除を要しない情報については、削除対象に含まないが、受注者等は、本

業務における生成 AIの利用終了後、当該情報を本業務以外の目的で利用

し、又は生成 AI による新たな処理に用いてはならない。 

（6）受注者は、発注者から求めがあった場合、再委託先等による利用を含む

生成 AIの利用状況、安全要件への適合状況及びこれらの確認方法を説明

し、必要な資料を提示しなければならない。 

８ 事故、不適合等への対応 

（1）受注者は、事故、安全要件への不適合又はこれらのおそれを把握した場

合、直ちに生成 AIの利用を停止し又は再委託先等に利用を停止させ、発生

した事象、影響範囲及び講じた措置を速やかに発注者に報告しなければな

らない。 

（2）受注者は、発注者の求めに応じ、必要な調査、是正、影響拡大の防止、

再発防止その他の対応を行わなければならない。 

（3）受注者は、発注者から求めがあった場合、安全要件への適合を確認した

方法、事故等への対応状況を説明し、必要な資料を提示しなければならな

い。 

９ 再委託 

（1）受注者は、再委託先等に生成 AIを利用させる場合、当該利用が本契約及

び本別紙に反しないことを確認した上で、当該再委託先等に本別紙及び確

認書兼誓約書に定める受注者の義務と同等の義務を課し、これを遵守させ

なければならない。 

（2）再委託先等による生成 AIの利用及び生成物の取扱いについて、受注者

は、自ら行った場合と同様に、本契約及び本別紙に基づく責任を負う。 

（3）受注者は、再委託先等が利用する生成 AIについても、その利用開始前

に、当該再委託先等を明記した確認書兼誓約書を提出しなければならな

い。 

10 成果物としての生成 AIシステムとの関係 

（1）発注者が利用することを目的として、本業務の成果物として生成 AIシス

テムを構築又は導入する場合であっても、受注者等が本業務の遂行手段と

して別の生成 AI を利用するときは、その利用に本別紙を適用する。 
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（2）成果物として構築又は導入される生成 AIシステムそのものの仕様、利用

条件、検証及び導入後の運用管理については、仕様書その他発注者が定め

る条件による。 

11 本別紙への違反等 

受注者等が本別紙又は確認書兼誓約書に違反した場合、発注者は、生成 AI

の利用停止、是正、再発防止策の提出その他必要な措置を求めることができ

る。この場合において、発注者は、本項に定める措置に加え、本契約に基づく

解除、損害賠償請求その他の権利を行使することができる。 

以 上
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生成 AIの取扱いに関する確認書兼誓約書 

 

本確認書兼誓約書（以下、「本書」という。）は、仕様書別紙２「受注者等が生成 AI を利用する場合における

取扱いについて」（以下、「仕様書別紙」という。）に基づき、受注者等が本業務において生成 AI を利用する

場合に、利用する生成 AI 及び安全要件への適合状況を受注者が確認するとともに、仕様書別紙に定める条件及

び手続を遵守することを誓約するものです。 

１ 基本情報及び利用する生成 AI  

契約件名  

受注者名  

生成 AI サービス名  

提供事業者  

契約プラン  

基盤モデル（モデルの名称（系列））  

本業務における利用期間 令和  年  月  日  ～  令和  年  月  日 

再委託先等 
再委託先等による利用：□ 無 □ 有 

（会社名称：                       ） 

複数の生成 AI サービス又は契約プランを利用する場合は、サービス又は契約プランごとに本書を作成す

るものとします。基盤モデルを複数のモデルから選択可能なサービスを利用する場合は、本業務で利用

するモデルを記載してください。また、再委託先等が生成 AI を利用する場合、受注者は、当該再委託先

等に係る別葉の確認書兼誓約書を提出するものとします。 

２ 安全要件への適合確認 

受注者は、自らの責任において、利用規約、サービス仕様、利用環境、設定その他必要な事項を確認して

ください。利用する生成 AI 及びその利用に係る管理体制が以下の安全要件に適合していることを確認した

上で、確認結果欄の「適合」にチェックしてください。ただし、再委託先等に生成 AI を利用させない場合

は、No.９の「該当なし」にチェックしてください。 

No. 安全要件 確認結果 

１ 
入力等情報及び生成物が、生成 AI モデルの学習、再学習、追加学習、性能向上及びサー

ビス改善に使用されないこと。 
□ 適合 

２ 
入力等情報及び生成物が、本業務の遂行に必要な範囲を超えてサービス提供者又は第三者

に使用又は提供されないこと。 
□ 適合 

３ 
入力等情報及び生成物が、物理的又は論理的に他の利用者から分離して管理され、閲覧、

取得又は使用されない環境であること。 
□ 適合 

４ 
入力等情報及び生成物が、通信時及び保存時の暗号化その他の技術的措置により、第三者

による不正なアクセス、漏えい、改ざん又は滅失から適切に保護されること。 
□ 適合 
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No. 安全要件 確認結果 

５ 

受注者等が組織として管理するアカウント（事業者向けの契約に基づくものに限り、個人

の利用を前提とするプラン又は利用規約の内容を個別に確認することができないサービス

に係るものを除く。）を使用し、利用者及びアクセス権限を本業務に必要な者及び範囲に

限定するとともに、適切な認証管理が行われていること。受注者等は、生成 AI の利用者

の一覧を作成し、本業務の期間中これを最新の状態に保持すること。 

□ 適合 

６ 

生成 AI サービス上における入力等情報及び生成物の保存の有無、保存場所及び保存期間

が明確であり、保存されない設定又は本業務の遂行に必要な最小限の期間に限り保存さ

れ、当該期間の経過後若しくは本業務終了後に削除される設定若しくは運用となっている

こと。ただし、次に掲げる情報については削除を要しない。この場合、受注者等は、本業

務における生成 AI の利用終了後、当該情報を本業務以外の目的で利用し、又は生成 AI に

よる新たな処理に用いないこと。 

（ア）受注者等又はサービス提供者が、法令遵守、セキュリティ確保その他これらに準ず

る目的で保持する情報であって、受注者等が削除することができない情報 

（イ）生成 AI サービスの機能若しくは仕様又は情報の管理単位により、本業務に係る情

報を合理的に区分して削除することが困難な情報 

□ 適合 

７ 
サービス上の利用履歴等の記録により、サービス所定の保存期間内に利用状況を確認でき

ること。 
□ 適合 

８ 

入力等情報及び生成物を本業務の遂行に必要な範囲でのみ取り扱い、本業務以外の目的で

使用し、又は発注者の承諾なく第三者に提供しないために必要な管理が行われているこ

と。 

□ 適合 

９ 

再委託先等に生成 AI を利用させる場合に、当該利用が本契約に反しないことを確認する

とともに、当該再委託先等に本項の安全要件を遵守させるために必要な管理が行われてい

ること。 

□ 適合 

□ 該当なし 

10 
事故、本項の安全要件への不適合又はこれらのおそれを把握した場合に、直ちに生成 AI

の利用を停止し、速やかに発注者に報告するための体制が整備されていること。 
□ 適合 

11 
利用規約、契約プラン、利用環境、設定等の変更を把握し、変更後の利用開始前に No.１

から No.10 の安全要件への適合を再確認するための管理が行われていること。 
□ 適合 

３ 受注者の確認及び誓約 

・受注者は、本書の記載内容が真実かつ正確であり、利用する生成 AI が本書「２ 安全要件への適合確認」

（以下、「適合確認」という。）に掲げる安全要件に適合していることを確認するとともに、生成 AI の利用

に当たり、仕様書別紙に定める条件及び手続を遵守します。再委託先等に生成 AI を利用させる場合は、仕様

書別紙「９ 再委託」に定めるところにより、当該再委託先等にも遵守させます。（再委託先等に生成 AI を

利用させない場合は、適合確認 No.９については「該当なし」となります。） 

・受注者は、生成 AI に入力等する情報を本業務の遂行に必要な範囲に限定し、仕様書別紙「４ 入力等条件」

(1)に定める生成 AI に入力等をしてはならない情報を入力等しないことを誓約します。 

・受注者は、同意取得個人情報を生成 AI に入力等する場合、仕様書別紙「４ 入力等条件」(3)に定める確認を

行うとともに、当該確認に係る記録を保持し、発注者の求めに応じて提示します。 

・本書の提出及び発注者による生成 AI の利用を開始して差し支えない旨の連絡又は仕様書別紙「３ 生成 AI を

利用するための条件及び手続」(4)に基づく発注者の確認若しくは措置は、発注者が生成 AI の安全性又は適合

性を保証するものではなく、受注者等の本契約及び仕様書別紙に基づく義務及び責任を免除し、又は軽減する

ものではないことを確認します。 

以上について確認し、誓約します。 

提出日 令和  年  月  日 

商号又は名称  
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代表者氏名                         印 

作成者 

（担当部署/氏名） 

担当部署： 

氏名： 

連絡先 

（電話番号/メールアドレス） 

電話番号：  

メールアドレス： 

 


